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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第22期

第２四半期
累計期間

第21期

会計期間
自 2021年９月１日
至 2022年２月28日

自 2020年９月１日
至 2021年８月31日

売上高 (千円) 866,690 1,396,238

経常利益 (千円) 235,563 304,562

四半期（当期）純利益 (千円) 156,791 229,864

資本金 (千円) 30,000 30,000

発行済株式総数 (株) 6,000 6,000

純資産額 (千円) 647,180 539,788

総資産額 (千円) 1,187,137 1,134,540

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 52.26 76.62

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 54.5 47.6

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 33,342 408,748

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △65,943 4,183

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △22,786 △45,252

現金及び現金同等物の
四半期（当期）末残高

(千円) 716,163 771,550

回次
第22期

第２四半期
会計期間

会計期間
自 2021年12月１日
至 2022年２月28日

１株当たり四半期純利益 (円) 24.69

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ
いては記載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首か
ら適用しており、当第２四半期累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後
の指標等となっております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は
非上場であり期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

４．当社は、第21期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第21期第２四半期累
計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

５．当社は、2022年６月８日に普通株式１株につき500株の割合で株式分割を行っております。第21期の期首に
株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

２ 【事業の内容】
当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善等が継続したものの、世界的に広がる新型

コロナウイルスの感染拡大の影響による国内外の経済の下振れリスクや金融資本市場の変動の影響等により、先行

きが懸念される不透明な状況で推移いたしました。

このような経済環境の中においても、当社の注力市場である医療・介護・福祉分野におきましては、依然として

人手不足が大きな課題になっており厚生労働省が発表した2022年度２月の有効求人倍率は、医療業界が2.65倍と全

職業合計の有効求人倍率は1.21倍を大きく上回っております。

当社では医療・介護・福祉分野の医療従事者の不足や偏在、また、介護事業者・介護従事者の不足を解消するた

め、医療提供機関、医療従事者の良きパートナーとなり、人材サービスをベースにした経営サポートを行うなど、

新たなサービスの開発にも取り組んでまいりました。

この結果、売上高は866,690千円、営業利益は235,934千円、経常利益は235,563千円となり、四半期純利益は

156,791千円となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① 人材サービス事業

　医療・介護・福祉業界における主に有資格者に対応した求人サイト「GUPPY」において、中途転職者において

は求人広告事業、就職新卒者においては国家試験過去問アプリの提供、求人広告、就職情報誌、また求職者全体

への就職合同説明会などを展開し、国家試験対策から就職活動、転職までのサポートを提供しております。特に

中途転職の求人広告において、医療・介護・福祉業界の人材不足の影響もあり掲載数の増加となりました。また

新卒向けにも営業を強化するとともにサイトの利便性向上を進め、求職者・求人者双方の獲得に努めてまいりま

した。

以上の結果、売上高は743,063千円、セグメント利益は340,861千円となりました。

② ヘルスケア事業

スマートフォンによる健康アプリ「グッピーヘルスケア」は、展示会への出展や企業へのダイレクトメールな

どを発送し、認知度・信頼性の向上に努め、企業への利用促進を促してきました。一般利用者向けは無料で利用

ができ、利用登録者は堅調に推移しております。一方企業向けには、３段階でのサービス利用料金でサービスを

提供し、自治体、健康保険組合、健診機関向けには、事業特性をあわせたサービス料金にてサービス提供に努め

ております。

以上の結果、売上高は123,626千円、セグメント損失は7,691千円となりました。

（２）財政状態に関する説明

① 流動資産

当第２四半期会計期間における流動資産は1,040,093千円と前事業年度末比38,088千円増加しました。これは主

に法人税等の支払に伴う現金及び預金55,387千円の減少、売上の増加に伴う売掛金71,029千円の増加によるもの

であります。

② 固定資産

当第２四半期会計期間における固定資産は147,043千円と前事業年度末比14,508千円増加しました。これは主に

本社移転に伴う建物付属設備24,754千円の増加によるものであります。

以上の結果、当第２四半期会計期間における資産は1,187,137千円となり、前事業年度末比52,596千円増加しま
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した。

③ 流動負債

当第２四半期会計期間における流動負債は509,543千円と前事業年度末比64,319千円減少しました。これは主に

求人票の発送代行サービスに係る外注費の減少に伴う未払金57,016千円の減少によるものであります。

④ 固定負債

当第２四半期会計期間における固定負債は30,413千円と前事業年度末比9,525千円増加しました。これは主に本

社移転に伴う資産除去債務14,513千円の増加によるものであります。

以上の結果、当第２四半期会計期間における負債は539,957千円となり、前事業年度末比54,794千円減少しまし

た。

⑤ 純資産

当第２四半期会計期間末における純資産は647,180千円と前事業年度末比107,391千円増加しました。これは四

半期純利益の計上に伴う利益剰余金107,391千円の増加によるものであります。

（３）キャッシュ・フローの状況に関する説明

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は33,342千円となりました。これは主に減少要因として未払金の減少額57,122千

円、売上債権の増加額71,029千円、未払法人税等の支払94,321千円があった一方で、増加要因として税引前当期

純利益の235,563千円の計上、減価償却費の33,442千円の計上があったことによるものであります。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果支出した資金は65,943千円となりました。これは主に減少要因として有形固定資産の取得に

よる支出34,826千円があったことによるものであります。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果支出した資金は22,786千円となりました。これは主に減少要因として長期借入金の返済によ

る支出22,626千円があったことによるものであります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000

計 24,000

（注）当社は2022年５月19日開催の取締役会決議において、2022年６月８日を効力発生日として、普通株式１株につ

き500株の割合で株式分割を行っております。これにより、発行可能株式総数は11,976,000株増加し、

12,000,000株となっております。株式分割の詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期財務諸表 注記事項

（重要な後発事象）」をご参照ください。

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年８月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,000 3,000,000 非上場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であり
ます。

計 6,000 3,000,000 ― ―

（注）１．当社は2022年５月19日開催の取締役会決議において、2022年６月８日を効力発生日として、普通株式１株

につき500株の割合で株式分割を行っております。これにより、発行済株式総数は2,994,000株増加し、

3,000,000株となっております。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期財務諸表 注記事項 （重要な

後発事象）」をご参照ください。

２．2022年６月９日開催の臨時株主総会において定款を変更し、2022年６月９日付で１単元を100株とする単元

株制度を採用しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年２月28日 ― 6,000 ― 30,000 ― ―
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(5) 【大株主の状況】

　 2022年２月28日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式の総数に
対する所有株式数の

割合（％）

肥田 義光 東京都品川区 4,500 75.00

伊良皆 教弘 大阪府大阪市鶴見区 850 14.17

有限会社グッピー 東京都品川区西五反田１－26－２ 600 10.00

池田 勝彦 千葉県松戸市 50 0.83

計 ― 6,000 100.00

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

6,000
6,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 6,000 ― ―

総株主の議決権 ― 6,000 ―

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第２四半期会計期間(2021年12月１日から2022年２月28日まで)及び第２四半期累計期間(2021

年９月１日から2022年２月28日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビュ

ーを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
（2021年８月31日）

当第２四半期会計期間
(2022年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 774,553 719,166

売掛金 203,391 274,420

貯蔵品 7,346 6,063

その他 17,268 40,893

貸倒引当金 △554 △451

流動資産合計 1,002,004 1,040,093

固定資産

有形固定資産 11,959 56,201

無形固定資産 25,795 3,729

投資その他の資産 94,780 87,112

固定資産合計 132,535 147,043

資産合計 1,134,540 1,187,137
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(単位：千円)

前事業年度
（2021年８月31日）

当第２四半期会計期間
(2022年２月28日)

負債の部

流動負債

１年内返済予定の長期借入金 45,252 34,131

　 未払法人税等 94,321 52,410

前受金 159,213 -

　 契約負債 - 286,302

賞与引当金 7,387 9,072

　 褒賞費用引当金 7,961 10,769

　 資産除去債務 6,499 -

その他 253,228 116,857

流動負債合計 573,863 509,543

固定負債

長期借入金 19,077 7,572

健康ポイント引当金 1,811 3,115

資産除去債務 - 14,513

　 リース債務 - 5,212

固定負債合計 20,888 30,413

負債合計 594,751 539,957

純資産の部

株主資本

資本金 30,000 30,000

利益剰余金 509,788 617,180

株主資本合計 539,788 647,180

純資産合計 539,788 647,180

負債純資産合計 1,134,540 1,187,137
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2021年 ９月 １日
至 2022年 ２月 28日)

売上高 866,690

売上原価 66,259

売上総利益 800,430

販売費及び一般管理費 ※１ 564,496

営業利益 235,934

営業外収益

　 受取利息 3

受取返戻金 288

雑収入 3

営業外収益合計 295

営業外費用

支払利息 458

固定資産除却損 207

営業外費用合計 665

経常利益 235,563

税引前四半期純利益 235,563

法人税、住民税及び事業税 52,410

法人税等調整額 26,362

法人税等合計 78,772

四半期純利益 156,791
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2021年９月１日
至 2022年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 235,563

減価償却費 33,442

　貸倒引当金の増減額(△は減少) △103

　褒賞費用引当金の増減額(△は減少) 2,807

　賞与引当金の増減額(△は減少) 1,685

　健康ポイント引当金の増減額(△は減少) 1,303

　資産除去債務に係る利息計上 14

　固定資産除却損 207

　受取利息及び受取配当金 △3

支払利息 458

売掛金の増減額(△は増加) △71,029

貯蔵品の増減額(△は増加) 1,282

　未払金の増減額（△は減少） △57,122

　前受金の増減額(△は減少) 15,577

その他 △36,114

小計 127,967

　利息及び配当の受取額 3

利息の支払額 △306

法人税等の支払額 △94,321

営業活動によるキャッシュ・フロー 33,342

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △34,826

　資産除去債務の履行による支出 △6,500

投資その他の資産の増減額(△は増加) △24,617

投資活動によるキャッシュ・フロー △65,943

財務活動によるキャッシュ・フロー

　リース債務の返済による支出 △160

長期借入金の返済による支出 △22,626

財務活動によるキャッシュ・フロー △22,786

現金及び現金同等物に係る換算差額 -

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △55,387

現金及び現金同等物の期首残高 771,550

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 716,163
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第２四半期累計期間
(自 2021年９月１日 至 2022年２月28日)

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、新卒採用サービ

スの提供に係る一部収益について、従来は情報誌の発行時期に応じて収益を認識しておりましたが、契約期間にわ

たって収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半期会計

期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第２四半期累計期間の売上高、営業利益、経常利益、税引前当期純利益がそれぞれ61,030千円増加

しております。また、利益剰余金の当期首残高は49,399千円減少しております。

なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前会計年度について新たな表示方法により

組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31

日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解

した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計

基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計

方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はありません。

(追加情報)

前事業年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載いたしました、新型コロナウイルス感染症の

影響に関する会計上の見積りの仮定について、重要な変更はありません。

(四半期貸借対照表関係)

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。

これらの契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は以下のとおりであります。

前事業年度
(2021年８月31日)

当第２四半期会計期間
(2022年２月28日)

当座貸越限度額の総額 70,000 120,000

借入実行残高 － －

差引額 70,000 120,000

(四半期損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

当第２四半期累計期間
(自 2021年９月１日
至 2022年２月28日)

給与手当 135,308千円

賞与引当金繰入額 21,573千円

広告宣伝費 167,675千円

貸倒引当金繰入額 △103千円
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

当第２四半期累計期間
(自 2021年９月１日
至 2022年２月28日)

現金及び預金 719,166千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △3,003千円

現金及び現金同等物 716,163千円

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間(自 2021年９月１日 至 2022年２月28日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報、並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
（注）

合計
人材サービス事

業
ヘルスケア事業 計

売上高

　顧客との契約から生じる収
益

743,063 123,626 866,690 ― 866,690

外部顧客への売上高 743,063 123,626 866,690 ― 866,690

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 743,063 123,626 866,690 ― 866,690

セ グ メ ン ト 利 益 又 は 損 失
（△）

340,861 △7,691 333,169 △97,235 235,934

（注）セグメント利益の調整額△97,235千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第２四半期累計期間
(自 2021年９月１日
至 2022年２月28日)

１株当たり四半期純利益 52円 26銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 156,791

普通株主に帰属しない金額(千円) -

普通株式に係る四半期純利益(千円) 156,791

普通株式の期中平均株式数(株) 3,000,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

―

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

　 また、当社は2022年５月19日開催の取締役会において、2022年６月８日を効力発生日として、普通株式１株につ

き500株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり四半期純利益」においては、期首に当該株式分割が

行われたと仮定して算定しております。

(重要な後発事象)

当社は、2022年５月19日開催の取締役会決議に基づき、2022年６月８日付をもって株式分割を行っておりま

す。

　（１）株式分割の目的

当社株式の流動性の向上と、投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施いたしました。

　（２）株式分割の概要

①分割方法

2022年６月７日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を、普通株式１株につき500株の割合をもって

分割しております。

②分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数（株） 6,000

今回の分割により増加する株式数（株） 2,994,000

株式分割後の発行済株式総数（株） 3,000,000

株式分割後の発行可能株式総数 12,000,000

なお、2022年５月19日開催の取締役会決議により、2022年６月８日付をもって定款の変更を行い、発行可能

株式総数は11,976,000株増加し、12,000,000株となっております。

③株式分割の効力発生日

2022年６月８日

④１株当たり情報に及ぼす影響

「１株当たり情報」は、当該株式分割が期首に行われたものと仮定して算出しておりますが、これによる影

響については、当該箇所に記載しております。

　



― 15 ―

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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